
 

 

 
 
 
 人事院は 8 月 10 日に人事院勧告を行いました。国公労新聞のタイトルのとおりの

厳しい内容です。 
 さらに、来年度は運営費交付金の 10％削減も現実味をおびてきています。これは、

運営費交付金削減に伴い、人件費の削減、人員削減にもつながりかねない問題です。

大学教職員にとって非常に厳しい状況となっています。 
 組合は、これらの問題解決に向かって積極的に取り組んでいきます。組合員のみな

さまのご協力をお願いします。 
 なお、国公労新聞「人勧特集号」は全大教から送付されてきたものです。 
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